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京都市低炭素建築物新築等計画の認定等に関する要綱 （新旧対照表） 

 

現行 改正案 

 ○ 京都市低炭素建築物新築等計画の認定等に関する要綱 

平成２４年１２月４日 決定 

（略） 

令和５年４月１日 改正 

 

目次 

 第１章 総則（第１条～第２条） 

 第２章 認定の手続（第３～第１３条） 

 第３章 その他（第１４条～第１８条） 

 附則 

 

第１章 総則 

 （目的） 

 第１条 この要綱は、都市の低炭素化の促進に関する法律（以下「法」という。）、

都市の低炭素化の促進に関する法律施行令（以下「令」という）及び都市の

低炭素化の促進に 関する法律施行規則（以下「省令」という。）に定めるも

ののほか、低炭素建築物新築等計画の認定に関し、必要な事項を定めること

を目的とする。 

 第２条 （略） 

第２章 認定の手続 

第３条～第７条 （略） 

（建築確認申請の特例の申出） 

第８条 法第５４条第２項（法第５５条第２項において準用する場合を含む。

以下同じ。）の規定による申出は、第７条第１項又は第２項の申請に併せて建

築基準法第６条第１項に規定する確認の申請書を市長に提出することにより

 ○ 京都市低炭素建築物新築等計画の認定等に関する要綱 

平成２４年１２月４日 決定 

（略） 

令和５年４月１日 改正 

令和６年４月１日 改正 

目次 

 第１章 総則（第１条～第２条） 

 第２章 認定の手続（第３条～第１３条） 

 第３章 その他（第１４条～第１８条） 

 附則 

 

第１章 総則 

 （目的） 

 第１条 この要綱は、都市の低炭素化の促進に関する法律（以下「法」という。）、

都市の低炭素化の促進に関する法律施行令（以下「令」という。）及び都市の

低炭素化の促進に関する法律施行規則（以下「省令」という。）に定めるもの

のほか、低炭素建築物新築等計画の認定に関し、必要な事項を定めることを

目的とする。 

 第２条 （略） 

第３条～第７条 （略） 

（建築確認申請の特例の申出） 

第８条 法第５４条第２項（法第５５条第２項において準用する場合を含む。

以下同じ。）の規定による申出は、第７条第１項又は第２項の申請に併せて建

築基準法第６条第１項に規定する確認の申請書を市長に提出することにより

行うものとする。 
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行うものとする。 

２ 前項の申出において、建築基準法第６条の３第１項に規定する特定構造計

算基準又は特定増改築構造計算基準（以下「特定構造計算基準等」という。）

に適合するかの審査を要する場合は、当該申出は、任意判定結果通知書（指

定構造計算適合性判定機関が構造計算適合性判定に準じた判定を行った結果

を記載した通知書をいう。）の写し、当該判定を行った図書及び書類を添えて

行うものとする。ただし、同項ただし書に規定する建築主事が特定構造計算

基準等に適合するかどうかの審査を行う場合はこの限りではない。 

（計画の通知） 

第９条 市長は、法第５４条第２項の規定による申出を受けた場合は、低炭素

建築物新築等計画通知書（第５号様式）に低炭素建築物新築等計画を添えて

建築主事に通知するものとする。 

第１０条～第１２条 （略） 

（低炭素化のための建築物の新築等の取りやめ） 

第１３条 法第５４条第１項（法第５５条第２項において準用する場合を含む。

以下同じ。）の規定により認定を受けた者（以下「認定建築主」という。）は、

認定低炭素建築物新築等計画に基づく低炭素化のための建築物の新築等（以

下「低炭素建築物の新築等」という。）を取りやめようとする場合は、低炭素

建築物の新築等取りやめ届（第１１号様式）１部に、省令別記様式第６（省

令第４３条第２項に規定する通知書をいう。）並びに省令第４１条第 1 項に規

定する申請書の副本及びその添付図書を添えて市長に提出するものとする。 

２ 前項の計画のおいて計画変更認定を受けた者にあっては、省令別記様式第

８（省令第４６条において準用する省令第４３条第２項に規定する通知書を

いう。）並びに省令第４５条に規定する申請書の副本及びその添付図書を、軽

微変更該当証明書の交付を受けた者にあっては、当該軽微変更該当証明書並

びに軽微変更該当証明書交付請求書の副本及びその添付図書を、前項の図書

に加えて市長に提出するものとする。 

３ （略） 

２ 前項の申出において、建築基準法第６条の３第１項に規定する特定構造計

算基準又は特定増改築構造計算基準（以下「特定構造計算基準等」という。）

に適合するかの審査を要する場合は、当該申出は、任意判定結果通知書（指

定構造計算適合性判定機関が構造計算適合性判定に準じた判定を行った結果

を記載した通知書をいう。）の写し、当該判定を行った図書及び書類を添えて

行うものとする。ただし、同項ただし書に規定する建築主事又は建築副主事

が特定構造計算基準等に適合するかどうかの審査を行う場合はこの限りでは

ない。 

（計画の通知） 

第９条 市長は、法第５４条第２項の規定による申出を受けた場合は、低炭素

建築物新築等計画通知書（第５号様式）に低炭素建築物新築等計画を添えて

建築主事又は建築副主事に通知するものとする。 

第１０条～第１２条 （略） 

（低炭素化のための建築物の新築等の取りやめ） 

第１３条 法第５４条第１項（法第５５条第２項において準用する場合を含む。

以下同じ。）の規定により認定を受けた者（以下「認定建築主」という。）は、

認定低炭素建築物新築等計画に基づく低炭素化のための建築物の新築等（以

下「低炭素建築物の新築等」という。）を取りやめようとする場合は、低炭素

建築物の新築等取りやめ届（第１１号様式）１部に、省令別記様式第６（省

令認定第４３条第２項に規定する通知書をいう。）を添えて市長に提出するも

のとする。 

２ 前項の計画において計画変更認定を受けた者にあっては、省令別記様式第

８（省令第４６条において準用する省令第４３条第２項に規定する通知書を

いう。）を、軽微変更該当証明書の交付を受けた者にあっては、当該軽微変更

該当証明書を、前項の図書に加えて市長に提出するものとする。 

 

 

３ （略） 
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第３章 （略） 

 

附 則 

（略）  

 

 

 

第１号様式、第２号様式、第３号様式及び第４号様式（略） 

 

 

第３章 （略） 

 

附 則 

（略）  

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

第１号様式、第２号様式、第３号様式及び第４号様式（略） 

 

 



4/4 
 
 

第５号様式（第９条関係） 

低炭素建築物新築等計画通知書 

 

年  月  日  

建築主事             様 

 

 京都市長     

 

都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第２項（同法第５５条第２項において準用する場合を含む。）

による申し出がありましたので、京都市低炭素建築物新築等計画の認定等に関する要綱第９条の規定に基づ

き、低炭素建築物新築等計画を通知します。 

 

１ 低炭素建築物新築等計画の認定申請受付番号 

  第    －    号 

 

２ 低炭素建築物新築等計画の認定申請受付年月日 

      年   月   日 

 

３ 申請者の住所又は主たる事務所の所在地 

 

４ 申請者の氏名又は名称 

 

５ 認定に係る建築物の位置 

 

  京都市     区 

 

６ 低炭素建築物新築等計画 

  別紙のとおり  

 

 

 

 

 

第６号様式、第７号様式、第８号様式、第９号様式、第１０号様式、第１１号

様式、第１２号様式、第１３号様式、第１４号様式、第１５号様式、第１６号

様式及び１７号様式（略） 

第５号様式（第９条関係） 

低炭素建築物新築等計画通知書 

 

年  月  日  

建築主事又は建築副主事 様 

 

 京都市長     

 

都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第２項（同法第５５条第２項において準用する場合を含む。）

による申し出がありましたので、京都市低炭素建築物新築等計画の認定等に関する要綱第９条の規定に基づ

き、低炭素建築物新築等計画を通知します。 

 

１ 低炭素建築物新築等計画の認定申請受付番号 

  第    －    号 

 

２ 低炭素建築物新築等計画の認定申請受付年月日 

      年   月   日 

 

３ 申請者の住所又は主たる事務所の所在地 

 

４ 申請者の氏名又は名称 

 

５ 認定に係る建築物の位置 

 

  京都市     区 

 

６ 低炭素建築物新築等計画 

  別紙のとおり  

 

 

 

 

 

第６号様式、第７号様式、第８号様式、第９号様式、第１０号様式、第１１号

様式、第１２号様式、第１３号様式、第１４号様式、第１５号様式、第１６号

様式及び１７号様式（略） 

 


